
 

 

 

とちぎ学力向上推進事業          

（とちぎっ子学力アッププロジェクト） 

－ 平成 26（2014）年度～令和７（2025）年度 － 

 

12 年間の取組のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８（2026）年３月 

学力向上検証委員会 
 



 

 

目   次 

 

Ⅰ はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 

Ⅱ とちぎっ子学力アッププロジェクトについて 

 １ プロジェクトの目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

 ２ 基本的な考え方 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

  

 ３ これまでの取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

 

Ⅲ これまでのとちぎっ子学力アッププロジェクトの取組による成果と課題

について 

 
 １ プロジェクト全体について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

 

 ２ とちぎっ子学習状況調査について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

 

 ３ 県教育委員会の主な支援について ・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

  〇 教師の指導力 

   ⑴ 各種派遣事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

   ⑵ 学力向上推進リーダー配置事業 ・・・・・・・・・・・・・・・ 13 

   ⑶ 学力調査結果活用研修会 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

   ⑷ 指導資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

 

〇 子どもの学ぶ意欲・学習習慣 

   ・ パワーアップシート ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

 

〇 保護者の理解・協力 

   ・ 保護者啓発資料の作成・配布 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

 

 ４ 今後の取組に向けて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

 

Ⅳ おわりに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  21 

参考資料  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22     



 

  1  

Ⅰ はじめに 

 

栃木県教育委員会では、児童生徒一人一人が夢や希望に向かって力強く自己実現を図っていけるよ

うにするためには、確かな学力を育成することが重要であると考え、「とちぎの子どもの基礎・基本」

及び問題事例集の作成や抽出による習得状況調査の実施など、諸施策を実施してきた。しかし、全国

学力・学習状況調査の結果等からは、学力向上の基盤となる生活・学習習慣についてはよい傾向が見

られるにもかかわらず、それが学力向上に結び付いているとはいえない状況がみられた。 

このような中、有識者による「とちぎの子どもの確かな学力向上検討委員会」が平成 23 年度に設置

され、児童生徒一人一人の学力を保証するために、栃木県独自の学力向上対策や学力調査の在り方に

ついて検討が行われた。そして、平成 24年３月に、同委員会における意見を基に、今後の本県におけ

る学力向上対策の方向性をまとめた「とちぎの子どもの確かな学力向上について 提言」（以下、「提

言」という）が作成された。提言では、「悉皆による学力調査を取り入れることにより、児童生徒一人

一人の課題を明確にし、目標をもって学習する機会を与えること、また、教員一人一人が指導上の課

題を把握する機会をもつことにより、学力向上のための学習指導改善のＰＤＣＡサイクル（検証改善

サイクル）を確実に機能させることが期待できる」と示された。 

そこで、県教育委員会では、これまでの学力向上に向けた取組を発展させ、本県児童生徒一人一人

の学力向上を目的とした「とちぎっ子学力アッププロジェクト」を平成 26 年度から実施することと

した。プロジェクトの推進に当たっては、県版学力調査である「とちぎっ子学習状況調査」を実施し、

児童生徒の学力を正確に把握することと併せ、調査から見いだした課題解決に向けて、各学校が検証

改善サイクルの構築・運用を確実に図る取組を推進してきた。 

また、プロジェクトを検証し、改善を図るために、有識者 11名により構成される「学力向上検証委

員会」をプロジェクト初年度から設置し、これまで各年度３回開催してきた。本委員会では、プロジ

ェクトの要である「とちぎっ子学習状況調査」の妥当性や各種派遣事業、配置事業、更に県教育委員

会による学校や市町に対する支援の効果等について、協議を行ってきた。本資料は、検証委員会の協

議における意見や提案等を、「とちぎ学力向上推進事業（とちぎっ子学力アッププロジェクト）-平成

26（2014）年度～令和７（2025）年度- 12 年間の取組のまとめ」として作成したものである。 

 

令和８（2026）年３月 

令和７（2025）年度学力向上検証委員会 

委員長 人見 久城 
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Ⅱ とちぎっ子学力アッププロジェクトについて 

 

 １ プロジェクトの目的 

とちぎっ子学習状況調査を要として、義務教育９年間の学びの連続性を重視した本県独自の学

力向上システムを構築し、児童生徒一人一人の学力向上に資することを目的とする。 

 

 ２ 基本的な考え方 

悉皆による県版学力調査である「とちぎっ子学習状況調査」を実施するとともに、調査を要と

した本県独自の学力向上システム※１を構築することで、児童生徒の主体的な学びを確立し、学力

向上を図る。 

プロジェクトの実施に当たっては、義務教育９年間の学びの連続性を重視し、児童生徒一人一

人に結果をフィードバックすると同時に、教師自らの指導改善を図る取組や各学校の調査結果を

活用した検証改善サイクルの構築・運用を支援することに、一層重きをおくこととした。 

なお、検証改善サイクルの運用に際しては、全国学力・学習状況調査や市町教育委員会が実施

する学力調査の結果を反映させることも推奨している。 

 

３ これまでの取組 

県教育委員会では、「とちぎの子どもの確かな学力向上について 提言」において示された本県

独自の学力向上対策として、平成 26年度から「とちぎっ子学力アッププロジェクト」を実施して

きた。 

本プロジェクトの推進に当たっては、県版学力調査であるとちぎっ子学習状況調査を実施し、

児童生徒の学力を正確に把握することと併せ、調査から見いだした課題解決に向けて、調査問題

を年間指導計画や評価計画に位置付ける等、調査を効果的に活用することを促してきた。また、

県教育委員会では、「教師の指導力」、「子どもの学ぶ意欲・学習習慣」、「保護者の理解・協力」の

３つが学力向上の柱であると考え、それぞれの柱に対して複数の手立てで支援すること（p.3「と

ちぎっ子学力アッププロジェクトの全体構想図」参照）により、学校における検証改善サイクル

の構築・運用を推進してきた。このように、調査を要とした本県独自の学力向上システムを構築

することで、児童生徒一人一人の主体的な学びを確立し、学力向上が図られるよう学校や市町教

育委員会の取組を支援してきた。 

学校や市町教育委員会に対する具体的な支援として、主に次の３点が挙げられる。 

１点目は、これまでの４つの派遣事業による学校や市町教育委員会への支援である。まず、平

成 26 年度から３年間、学習指導及び学校組織マネジメント等に豊富な知識と経験を有する学力

向上アドバイザーを県内全公立小・中学校に派遣し、とちぎっ子学習状況調査の効果的な活用や

学習指導における検証改善サイクルの構築・運用についての支援を行った。次に、平成 29年度か

らは、学力向上応援団派遣事業として、学力向上専門員を 25 市町内の約 180 校に派遣し、同一

校において２年間継続して課題解決に向けた取組を支援した。令和元年度、令和２年度の２年間

は、学習指導上の課題解決に向けて意欲的な 11 市町、約 100 校に学力向上指導員を派遣し、課

題解決に向けた市町教育委員会や学校の取組を支援した。令和３年度から５年間は、学力定着に

課題を抱える 18 市町、約 150 校に学力向上コーディネーターを派遣し、市町における学力向上

に向けた取組や学校における授業改善の取組を支援してきた。これまでの派遣事業による継続し
※１ とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査の結果を効果的に活用し、県教育委員会が市町教育委員会と連携・協

力して学校等の取組を複数の手立てで支援することにより、検証改善サイクルの確実な運用を図り、児童生徒一人一人の学

力を向上させる仕組み。 
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た支援により、学校や市町教育委員会において検証改善サイクルの構築・運用が着実に図られ、

学力向上に向けた組織的な取組が充実してきた。 

２点目は、教員の指導力向上を図るための学力向上推進リーダー配置事業による支援である。 

平成 29 年度から、小学校における国語と算数の教科指導に実績のある教員を学力向上推進リー

ダー（以下、推進リーダー）に認定し、９年間で 186 校の小学校や義務教育学校に配置してきた。

また、令和６年度からは、本事業を中学校にも拡充し、教科の枠を越えた中学校全体の取組を支

援してきた。配置校においては、授業者に対する助言やティーム・ティーチング等の日常的な支

援により、教員一人一人の、特に若手教員の指導力向上が図られた。また、校内研修体制への支

援を行うことで、学校全体の学力向上に向けた取組の充実が図られた。 

３点目は、とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査の調査結果等を踏まえた学習指

導の改善に関する説明や講話の実施と、教員や保護者向け資料の作成・配布等を通した、各学校

の学力向上に関する取組の改善・充実を図るための支援である。プロジェクト開始時から、小・

中学校の全ての学力向上担当者を対象にした学力調査結果活用研修会の開催や、学力向上通信等

の指導資料の作成を通して、調査結果の分析や学力向上改善プラン、学力向上改善レポート※２の

作成・活用などについての理解を促してきた。これらの支援により、学校や教員、児童生徒それ

ぞれの検証改善サイクルの確実な構築と運用が図られるとともに、保護者啓発資料の作成・配布

により、家庭における児童生徒の学習状況等の改善が見られた。 
 

とちぎっ子学力アッププロジェクトの全体構想図 

 
 

※２ 学校は、学校課題や学力調査結果等を踏まえて「学力向上改善プラン」を作成し、全教職員が自校の目指す児童生徒像を

確認するとともに、課題解決に向けた方策を共有し、学校全体で組織的・重点的に取り組む。また、年度末に検証を行い、

学力向上に向けた取組の成果や課題を「学力向上改善レポート」にまとめ、県教育委員会に提出する。 
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Ⅲ これまでのとちぎっ子学力アッププロジェクトの取組による成果と課題について 

 

１ プロジェクト全体について 

  ⑴ 取組の成果 

    これまでの取組により、各学校においては、各種学力調査結果等から自校の強みと課題を見い

だし、組織的に学力向上改善プランや学力向上改善レポートを作成し、課題解決を図る検証改善

サイクルの構築が確実に図られてきた。 

    また、平成 26年度以降、市町教育委員会においては、とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学

習状況調査と併せて独自の学力調査を実施し、学校の取組の検証の機会を位置付けたり、実態を

踏まえて市町独自様式の学力向上改善プランを作成したりするなど、学力向上に向けた特徴的な

取組が充実してきている。 

これらの取組により、本県全体の全国学力・学習状況調査の各教科の標準化得点※３の平均値は、

プロジェクト発足から２年後の平成 28 年度の結果から徐々に右肩上がりの傾向が見られ、令和

３年度においては、小・中学校ともに全ての教科で 100.0 となり、近年は全国と同程度の学力を

維持している。 
 

令和７(2025)年度とちぎっ子学習状況調査「検証改善サイクル」に関する学校質問調査結果 

検証改善サイクルの構築・運用に関するそれぞれの段階の質問に対して、「はい」「どちらかといえば、は

い」と肯定的に回答した学校が、小・中学校ともに 80％を超えている。特に、「調査結果分析」についての肯定

的回答の割合は、小・中学校ともに、これまでの調査の中で最も高い結果となった。 

  

 

 

 

 

 
                        

各質問項目の内容 
調査結果分析： 調査結果の分析を全教職員で行っている 

プラン作成 ： 学力向上改善プランの内容の作成に当たっては、学力向上担当者を中心に、教員間で課題や改善策について話し合っている 

進捗状況確認： 職員会議や学年会、教科部会等の機会に、学力向上改善プランを踏まえた課題解決の進捗状況について話し合っている 

レポート作成： 学力向上改善レポートの内容の作成に当たっては、学力向上担当者を中心に、教員間で課題の解決状況や改善策について話し合っている 
 

全国学力・学習状況調査における本県（公立）の標準化得点の平均値の推移 

 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R3 R4 R5 R6 

小学校 99.3 99.4 99.0 99.8 100.0 99.5 100.0 99.7 100.0 100.0 

中学校 99.8 99.6 99.5 100.0 99.6 99.7 100.0 99.7 99.3 100.0 

 

※３ 全国平均が 100、標準偏差が 10 となるように標準化された得点。全国学力・学習状況調査は、年度ごとに設問数や問題の

難易度を揃えていないため平均正答率による年度間の比較はできないが、標準化得点により、過去の調査結果との相対的な

比較をすることが可能となる。 

66.9 
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46.1 

60.4 
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29.9 

41.6 

35.7 

0% 50% 100%

【小学校】 

はい    どちらかといえば、はい    どちらかといえば、いいえ    いいえ 

【中学校】 

H26～Ｒ６（Ｒ２は調査を実施せず、Ｒ７は国の公表方法に変更があったためなし） 
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 また、児童生徒質問調査の結果から、児童生徒個人の自己肯定感や自己有用感に関わる質問

において、肯定的回答の割合が高くなっていることが分かる。これは、本プロジェクトを通し

て、学校や家庭において、児童生徒をほめ、よさを認めるなどの関わり方を促してきた成果で

ある。 

〇 自己肯定感・自己有用感に関わる内容について、平成 26 年度と令和７年度の比較 
「はい」または「どちらかといえば、はい」と肯定的に回答した割合（％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                              とちぎっ子学習状況調査【児童生徒質問調査】 

 

⑵ 取組の課題 

    ・ 平成 28 年度からの全国学力・学習状況調査の調査結果の推移を見ると、小・中学校ともに

全体的には右肩上がりの傾向が見られるが、ここ数年は、ほぼ横ばいとなっており、現状と

して「栃木県教育振興基本計画 2025―とちぎ教育ビジョン―」の推進指標の達成には至って

いない。 

推進指標 現状値（2024） 目標値（2025） 

「全国学力・学習状況調査」の「教科に関する調査」

の各教科（国語、算数・数学、理科、英語）の標準化

得点の平均値（理科と英語は３年に１度程度実施） 

小６（国語、算数）100.0 

中３（国語、数学）100.0 

※2025 年は国の公表方法

に変更があったためなし 

各教科の標準化得点

の平均値が、全国平

均（100.0）を上回る 

栃木県教育振興基本計画 2025―とちぎ教育ビジョン― 
 

  ・ 各学校では、調査結果から見いだした思考力、判断力、表現力等の育成といった各教科の

課題や記述式の問題等、県全体で課題解決に取り組んできたにもかかわらず、例年、同様の

傾向※４が見られるなど、依然として解決されていない状況も見られる。 

観点/ 

解答形式 

小学校４年 小学校５年 中学校２年 

国語 算数 理科 国語 算数 理科 国語 社会 数学 理科 英語 

知・技 76.5 56.2 70.9 65.9 62.1 65.3 60.1 48.2 52.5 47.6 50.2 

思判表 63.1 53.8 67.1 65.5 68.7 57.4 60.8 54.4 34.1 45.6 42.1 

選択 73.4  53.4 68.9 68.4 74.4 59.6 69.9 50.7 52.7 46.6 57.9 

短答 66.0 58.7 72.0 71.9 59.7 77.1 60.8 23.3 45.2 50.5 45.2 

記述 58.6 38.7 42.7 56.3 66.4 43.4 45.6 53.6 33.8 33.7 31.9 

令和７（2025）年度とちぎっ子学習状況調査 各教科の正答率 

※４ 実施年度により多少の違いはあるものの、例年、同様の傾向にある。詳細は、各年度の「とちぎっ子学習状況調査 報告

書」を参照。 
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・ 調査結果等を基にした学力向上に向けた検証改善サイクルの構築・運用については、「調

査結果分析」や「プラン作成」などの計画（Plan）の段階や、「レポート作成」の検証（Check）

の段階が充実してきているのに対し、「進捗状況確認」の実践（Do）の段階が相対的に落ち

込んでいることが分かる。（p.4 参照） 

    ・ 平成 26 年度と令和７年度の児童生徒質問調査における、学ぶ意欲等に関連する６つの質

問の肯定的回答の割合を比べると、微増した項目も見られるが、低下した項目が多い。また、

「学習は、将来のために大切だと思いますか。」の質問に対しても、調査対象の５教科では、

ほとんどの学年・教科において低下している。  

 

〇 学ぶ意欲等に関わる内容について、平成 26 年度と令和７年度の比較 
「次のことは、あなたにどれくらいあてはまりますか。」の質問に対し、「はい」または「どちらかといえば、 

はい」と肯定的に回答した割合（％） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 「次の学習は、将来のために大切だと思いますか。」の質問に対し、「はい」と回答し
た割合（％）の平成 26 年度と令和７年度の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とちぎっ子学習状況調査【児童生徒質問調査】 
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令和７（2025）年度とちぎっ子学習状況調査【学校質問調査】 

⑶ 課題解決に向けて 

・ これまでのプロジェクトの推進により、各学校における学力向上に向けた検証改善サイクル

に基づく取組は、年々充実しているが、更なる学力向上を図るためには、教科や学年を越えて

授業づくりを行ったり、組織として学力向上に向けた取組を進めたりすることが重要である。

小学校においては、学力向上推進リーダーの支援等により、これらの取組が充実してきており、

中学校においても、管理職のリーダーシップのもと、推進リーダーや学習指導主任等を中心に

組織的な取組の充実を図ることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当該学年における学習内容の確実な定着を図るとともに、系統性を踏まえながら指導に当

たるなど、義務教育９年間の学びの連続性を重視する必要がある。例えば、前学年の学習内

容に課題がある児童生徒には、個に応じた指導を充実させることが求められる。 

・ 県版学力調査の制度設計を見直し、調査結果を各学校に早く提供したり、分析をする際に

より有効な資料を提供したりすることで、課題解決のための授業改善の取組の充実を図って

いく必要がある。 

 

 

２ とちぎっ子学習状況調査について 

⑴ 事業の目的 

本調査の実施により本県児童生徒の学力や学習の状況等を把握・分析し、児童生徒一人一人

の課題を明確にするとともに、各学校が組織的に学習指導における検証改善サイクルの構築・

運用に取り組むことにより、本県児童生徒の学力向上に資する。 

 

⑵ 事業の内容 

① 児童生徒に対する調査 

ア 教科に関する調査 

・ 調査対象：小学校第４・５学年 義務教育学校第４・５学年 

特別支援学校小学部第４・５学年（国語、算数、理科） 

            中学校第２学年 義務教育学校第８学年 県立中学校第２学年 

特別支援学校中学部第２学年（国語、社会、数学、理科、英語） 

     ・  出題範囲：調査する学年の前学年までの学習内容 

     ・ 出題内容：学習指導要領に基づき、教科の目標及び内容に即した知識及び技能、思考

力、判断力、表現力等に関わる内容 

58.5 

47.4 

35.1 

39.6 

0% 50% 100%

小学校

中学校

はい どちらかといえば、はい

どちらかといえば、いいえ いいえ

55.8 

29.9 

39.9 

63.6 

0% 50% 100%

小学校

中学校

ほとんどの教員が調査問題を解いている
調査対象学年または調査対象教科の教員のみ解いている
調査問題を解いた教員は少ない

○ とちぎっ子学習状況調査実施後、児童生徒に身に付けさせ

たい力の確認等のために、教員自ら調査問題を解いている 

 

○ 教職員間で、互いの授業を見せ合っている 
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           イ  質問調査 

     学習意欲、学習方法、学習環境、家庭学習等に関する質問調査（児童生徒質問調査） 

② 学校に対する調査 

・ 学校における指導に関する取組や学習環境等に関する質問調査（学校質問調査） 

 ※ 学校質問調査は令和５年度から、児童生徒質問調査は令和６年度から、ＩＣＴ端末を 

用いたオンライン方式で実施 

 

⑶ これまでの取組と実施状況 

① 実施状況 

全国学力・学習状況調査と同一日に実施してきた。平成 26 年度から令和７年度まで、12回

実施した。 

※ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に関する対応のため、県内一斉での同一日で 

の実施ではなく、希望校のみ実施した。 

 

 ② 調査結果の活用 

県内の児童生徒の学力や学習の状況等を把握・分析するとともに、市町教育委員会と連携・

協力して各学校における検証改善サイクルの確実な運用を支援してきた。 

    【参考】調査結果提供（児童生徒：個人票、各学校及び市町教育委員会：帳票）（６月下旬）、 

復習・発展用教材提供（６月下旬）、とちぎっ子学習状況調査報告書提供（８月下旬） 

 

   ③ 調査問題作成に当たって 

  過年度に出題した問題の結果等を参考にしながら、学習指導要領の内容を具現化した問題や

日常生活との関連を図った問題を作成し出題することにより、日々の授業の改善・充実に生か

すことができるよう工夫してきた。 

また、本県全体の課題解決を図るために、それぞれの学年・教科ともに課題を踏まえた問題

も作成してきた。（問題例は p.22 以降を参照）     

 

⑷ 取組の成果 

・ 市町における独自の学力向上計画に基づく取組や、学校における調査結果に基づく課題解 

決に向けた取組など、学力調査結果等を活用した検証改善サイクルの構築・運用が図られて

きた。 
 

小学校              中学校 

〇 調査結果の分析を全教職員で行っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

91.5 

85.8 

81.6 

68.6 

57.6 

76.0 

66.2 

63.7 

56.4 

37.4 

7.3 

12.5 

16.6 

24.0 

27.7 

19.6 

26.5 

27.2 

31.1 

42.9 

R7

R6

R5

R4

R3

H…

H…

H…

H…

H…

66.9 

59.9 

58.0 

45.6 

34.2 

52.2 

49.1 

45.7 

35.8 

23.0 

24.0 

28.0 

31.2 

38.0 

43.5 

35.4 

37.0 

35.8 

41.8 

50.3 

（％） （％） 

はい    どちらかといえば、はい    どちらかといえば、いいえ    いいえ 
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〇 学力向上改善プランの内容の作成に当たっては、学力向上担当者を中心に、教員間で課題や
改善策について話し合っている 

  
 
 
 
 
 
 
〇 学力向上改善レポートの内容の作成に当たっては、学力向上担当者を中心に、教員間で課題

の解決状況や改善策について話し合っている 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 職員会議や学年会、教科部会等の機会に、学力向上改善プランを踏まえた課題解決の進捗状

況について話し合っている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                         とちぎっ子学習状況調査【学校質問調査】 

 

・ とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査と併せて独自の学力調査等を実施するな 

ど、各種学力調査を関連させることで学力向上に向けた取組の充実を図る市町が増えてきた。 

〇 とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査と関連させて、独自の学力調査を実施し

ている市町が 14 ある。そのうち、年２回実施している市町もある。（令和８（2026）年２月現在） 

独自調査の時期 ４月 ５月  11 月 12 月 １月 

市町数（小学校） ２ １  ２ 12 １ 

市町数（中学校） ２ １  ２ 14 １ 

  ・ ４月実施の市町は、小学校３年生や中学校１年生等を対象に実施している。 

  ・ 11 月以降に調査を行っている市町は、取組の検証として調査を実施し、年度末に向けて

学習の補充を行っている。 

  ・  全ての市町（一部は学校単位）で、学習支援アプリ等の教材を導入し、主に基礎・基本

の定着を図っている。（令和６（2024）年９月現在） 
 

78.7 

79.2 

74.1 

73.4 

68.4 

76.0 

66.8 

69.1 

69.9 

59.7 

20.4 

20.5 

23.3 

24.6 

28.5 

22.9 

30.3 

27.7 

27.4 

36.3 

R7

R6

R5

R4

R3

H…

H…

H…

H…

H…

68.2 

58.0 

58.0

60.1 

52.2 

55.3 

59.4 

56.2 

48.5 

44.8 

29.9 

36.9 

35.7 

34.8 

40.4 

41.0 

37.0 

37.0 

41.8 

46.7 

73.5 

71.2 

66.2 

65.7 

64.4 

71.6 

60.8 

63.4 

64.6 

51.3 

25.3 

28.2 

30.9 

30.3 

31.9 

26.4 

35.4 

31.2 

32.7 

44.7 

R7

R6

R5

R4

R3

H…

H…

H…

H…

H…

60.4 

52.2 

49.7 

55.1 

44.7 

53.4 

49.1 

47.5 

44.8 

33.3 

35.7 

37.6 

42.0 

39.2 

49.7 

42.2 

45.5 

43.2 

45.5 

51.5 

56.4 

51.9 

47.2 

43.1 

36.9 

43.3 

44.6 

46.9 

R7

R6

R5

R4

46.1 

35.0 

40.8 

38.0 

41.6 

50.3 

47.8 

49.4 

はい    どちらかといえば、はい    どちらかといえば、いいえ    いいえ 

（％） （％） 

（％） （％） 

（％） （％） 
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・ 各種研修会等の機会に、結果や調査問題を踏まえた課題、及びその課題を解決するための授

業改善の手立てを伝えることにより、市町や学校においては、学力調査に基づいた取組の充実

が図られてきた。 

 

⑸ 取組の課題 

・ 学力調査結果等を活用した検証改善サイクルの構築が定着しつつある一方で、取組の進捗状

況の確認や、「教員自ら調査問題を解く」などの課題解決に向けた具体的な実践など、学校間、

教師間において取組の差が見られる。そのため、より実効性のある取組を行い、検証改善サイ

クルを円滑に運用していくための支援を行っていく必要がある。 

・ 調査問題の計画的な活用が十分でない状況が見られる。学力調査問題は、学習指導要領の内

容を具現化したものであるため、その趣旨について周知を図るとともに、年間指導計画や評価

計画等に位置付けることで、計画的かつ効果的に活用できるようにする必要がある。 

 

小学校              中学校 
〇 職員会議や学年会、教科部会等の機会に、学力向上改善プランを踏まえた課題解決の進捗状況

について話し合っている（再掲） 

 

 

 

 

 

 

〇 とちぎっ子学習状況調査実施後、児童生徒に身に付けさせたい力の確認等のために、教員自ら
調査問題を解いている 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査等の問題を、年間指導計画、評価計画に位 
置付ける等、計画的に調査問題を活用している 

 

 

 

 

 

 

 

⑹ 課題解決に向けて 

 

17.4 

21.4 

19.5 

14.3 

16.9 

21.5 

19.5 

19.4 

13.0 

47.9 

42.1 

42.0 

40.9 

38.1 

47.1 

47.8 

39.2 

37.5 

26.8 

30.0 

28.9 

37.1 

36.4 

28.4 

25.9 

32.5 

39.1 

R7

R6

R5

R4

R3

H…

H…

H…

H…

56.4 

51.9 

47.2 

43.1 

36.9 

43.3 

44.6 

46.9 

6.4 

4.5 

7.3 

9.1 

R7

R6

R5

R4

46.1 

35.0 

40.8 

38.0 

41.6 

50.3 

47.8 

49.4 

11.0 

12.1 

8.9 

10.8 

55.8 

56.7 

48.1 

46.3 

37.6 

58.7 

54.1 

43.3 

37.0 

21.1 

39.9 

38.9 

46.1 

50.0 

56.5 

38.8 

41.1 

49.7 

58.2 

69.5 

R7

R6

R5

R4

R3

H…

H…

H…

H…

H…

29.9 

26.1 

29.9 

20.3 

21.7 

26.1 

27.3 

17.3 

16.4 

13.9 

63.6 

66.2 

60.5 

71.5 

71.4 

68.9 

64.8 

75.3 

77.6 

75.2 

13.0 

11.5 

12.7 

11.4 

8.7 

11.8 

10.9 

10.5 

12.1 

45.5 

38.9 

37.6 

41.1 

30.4 

38.5 

33.3 

33.3 

31.5 

34.4 

38.9 

40.1 

37.3 

47.8 

41.6 

47.3 

48.1 

46.1 

はい    どちらかといえば、はい    どちらかといえば、いいえ    いいえ 

とちぎっ子学習状況調査【学校質問調査】 

（％） （％） 

（％） （％） 

（％） （％） 
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⑹ 課題解決に向けて 

・ 調査実施後、できるだけ早い時期に調査結果を返却することにより、一人一人の強みと課

題を把握し、結果を即座に授業改善に生かすことができる。このように、小まめなＰＤＣＡ

サイクルを回していくことにより、学力向上に向けた取組を充実させる必要がある。 

・ 全国学力・学習状況調査との関連を図りながら、県版調査においても本県の課題を解決す

るために有効な調査問題を作成していく必要がある。 

 

 

３ 県教育委員会の主な支援について 

 〇 教師の指導力 

⑴ 各種派遣事業 

① 学力向上アドバイザー派遣事業【平成 26～28 年度】 

ⅰ）目的： 学習指導及び学校組織マネジメント等について豊富な知識と経験を有する学力

向上アドバイザーを全公立小・中学校に派遣し、とちぎっ子学習状況調査の効果

的な活用や、学習指導における検証改善サイクルの構築・運用が促進されるよう

各学校への支援を行うことで、児童生徒一人一人の学力向上を図る。 

ⅱ）派遣校数： 平成 26年度 小学校：126 校 中学校：52 校 

平成 27 年度 小学校：125 校 中学校：54 校 

平成 28 年度 小学校：124 校 中学校：55 校  

ⅲ）派遣対象： 県内全公立小学校 375 校、中学校 161 校 

ⅳ）主な成果： 全ての小・中学校への派遣により、各学校における検証改善サイクルの構

築・運用が図られ、教員の学力向上に向けての意識が高まった。 

ⅴ）主な課題： 実質的な授業改善という点では、まだ十分でないため、重点的に取り組ん

でいく必要がある。 

 

     ② とちぎっ子学力向上応援団派遣事業【平成 29～30 年度】 

ⅰ）目的： 学習指導に豊富な知識と経験を有する学力向上専門員を学習指導の課題解決に

向けて意欲的に取り組む学校に派遣し、市町教育委員会と連携しながら、課題解

決に向けた取組を支援することで、教師の指導力の向上を図る。 

ⅱ）派遣校数： 平成 29年度 小学校：121 校 中学校：55校 義務教育学校：１校 

平成 30 年度 小学校：118 校 中学校：58 校 義務教育学校：１校 

ⅲ）派遣対象： 全 25市町内の約３分の１の小・中学校 

     ⅳ）主な成果： ２年間継続して同一校を支援し、「応援団」という言葉どおり、教員の授業

改善に向けた意欲を高めた。 

     ⅴ）主な課題： 本事業では、各年度、一律５回ずつ学校訪問を行ったが、市町や学校の背

景や抱えている課題は異なっており、それぞれの実態に応じて支援する必要

がある。 

 

 

 

 



 

  12  

○ 特に効果的であった学力向上コーディネーターの支援 

③ 学力向上指導員派遣事業【平成 31（令和元）～令和２年度】 

ⅰ）目的： 学校組織マネジメントや学習指導に豊富な知識と経験を有する学力向上指導員

を、学習指導上の課題解決に向けて意欲的な市町に派遣し、課題解決に向けた市

町教育委員会や学校の取組を支援することにより、本県全体の学力の向上を図る。 

ⅱ）派遣校数： 平成 31年度 小学校：81校 中学校：35校 

令和２年度  小学校：68 校 中学校：29 校 

ⅲ）派遣対象： 11 市町内における市町が指定した地区内の小・中学校 

ⅳ）主な成果： 学校の取組の支援と併せて、市町主催の研修会への支援、更に推進地区内

の取組の好事例などを派遣市町全体に普及・啓発することができた。 

     ⅴ）主な課題： これまでの派遣事業等により、課題が解決されてきた市町や学校がある一

方で、解決されていない市町に対して、重点的に支援する必要がある。併せ

て、新たにＩＣＴの効果的な活用に対しても支援を行う必要がある。 

 

④ 学力向上コーディネーター派遣事業【令和３～７年度】 

ⅰ）目的： 学力定着に課題を抱える市町に学力向上コーディネーターを派遣し、市町にお

ける学力向上に向けた取組や、学校における「主体的・対話的で深い学び」の視

点からの授業改善に向けた取組を支援することにより、学力の向上を図る。 

ⅱ）派遣校数： 令和３年度 小学校： 98 校 中学校：46 校 義務教育学校：２校 

令和４年度 小学校：108 校 中学校：47 校 義務教育学校：３校 

令和５年度 小学校： 99 校 中学校：53 校 義務教育学校：２校 

令和６年度 小学校： 88 校 中学校：60 校 義務教育学校：５校 

令和７年度 小学校：129 校 中学校：61 校 義務教育学校：５校 

ⅲ）派遣対象： 18 市町内における小・中学校 

     ⅳ）主な成果： 市町や学校の実態を踏まえて、それぞれの求めに応じた支援を行ってい

る。派遣校においては、特に、授業づくり・授業改善の取組の充実が図ら

れている。 

ⅴ）主な課題： 教科や学年を越え、組織的に授業改善に取り組むことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑤ 派遣事業全体の主な成果 

ⅰ）学校訪問の際、授業参観後の授業者への直接的な支援や、授業研究会における講話や助

言による教員全体への支援を行ってきたことにより、学校全体の授業改善が図られてきた。 

派遣校の管理職を対象としたアンケート調査結果（Ｒ７） 
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授業改善が促進されている学校の特徴 
学力向上コーディネーター派遣事業等から確認できた「授業改善が促進されている学校」

に共通する特徴を整理しました。 
１ 管理職のリーダーシップ 

校長がリーダーシップを発揮し、学校の課題を精選し、解決に向けて取り組むと、授業 

改善が進みやすくなります。 

２ ミドルリーダーを中心とした継続的な取組 

  学習指導主任等を中心に、学力向上改善プランを踏まえた取組の充実を図ったり、進捗

状況を定期的に確認したりすることで、自校の課題解決に向けた授業改善につながります。 

３ 学校の雰囲気、教職員の同僚性 

互いに授業を見せ合う文化が浸透している学校は、授業改善が進みやすくなります。 

４ 家庭との協力 

家庭学習の習慣化に向けて、家庭を巻き込んだ課題を出すなどの取組が効果的です。 

ⅱ）調査結果の分析の仕方や、調査結果から見いだした課題を学校全体で組織的に解決して

いくことについて、計画的な訪問で継続して支援してきた。各学校において、学力調査を

要とする検証改善サイクルの構築・運用が図られてきた。 

ⅲ）市町教育委員会の学力向上に係る計画等を踏まえ、各学校の実状に応じた支援を行うこ

とで、各市町における学力向上に向けた取組の充実が図られるとともに、市町が、学力向

上計画に基づく独自の取組を推進するようになった。 

例えば、市町教育委員会が学力向上コーディネーターと連携し、調査結果の分析の仕方

について説明した動画を作成し、域内全ての学校に展開し、活用を促した事例が見られた。

また、計画されている学力向上コーディネーターによる学校訪問とは別に、オンラインで

各校の学習指導主任等と学力向上コーディネーターが相談できる機会を設定し、各校の学

力向上に向けた取組の進捗状況の確認を行った事例も見られた。 

 

⑥ 派遣事業全体の主な課題 

ⅰ）継続して派遣を実施している学校と、一定期間派遣を実施していない学校との間で、取

組の違いが見られる。派遣学校数には限度があることから、効果的な取組について、派遣

校内のみだけではなく、小・中学校間や、市町全体で共有を図っていく必要がある。 

ⅱ）これまでの派遣事業による支援等により、市町教育委員会においては、学力向上に向け

た独自の取組が推進されてきた。今後は、県教育委員会と市町教育委員会の取組がつなが

ることで、更に実効性が高まるよう支援や助言を行っていく必要がある。 

 

コラム① 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

   

 

 

⑵ 学力向上推進リーダー配置事業 

① 事業の目的 

    学習指導に実績のある教員を、「学力向上推進リーダー」（以下、推進リーダー）に認定し、

教員の指導力向上に向けた支援を可能とすることにより、配置校の学力向上に資する。 
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② 事業の内容 

    推進リーダーは、各市町教育委員会が作成した「学力向上推進リーダー活用計画」に則り、

複数の学校を兼務し、本務校や兼務校においてティーム・ティーチングによる授業や教員へ

の個別助言、校内研修等を行うことを通して、学校全体の学力向上を目指す。 
 

【リーダーの業務内容】 

・ 授業参観後、授業者に対する個別指導・助言 

・ Ｔ２として担任をサポート 

・ Ｔ１として模範授業を提示 

・ 指導内容等の記録 

・ 校内研修での指導・助言 等 

 

②  これまでの取組と実施状況 

     ⅰ）小学校では、平成 29 年度からの９年間で 186 校、中学校では令和６年度からの２年間

で 43校に配置してきた。 

     ⅱ）令和７年度は、年間９回の研修会を行い、調査結果分析に基づく授業改善や支援の際の 

留意点等について共通理解を図るなど、推進リーダーの資質向上を目指してきた。 

     ⅲ）宇都宮大学共同教育学部附属小・中学校や、リーダー配置校において、授業参観及び協 

議を行うなど、実践的な研修を通して、支援の際の手立てを共有してきた。 

ⅳ）推進リーダーが、市町教育委員会指導主事及び学力向上コーディネーターと連携を図り、 

支援の方向性を共有しながら課題解決を図れるよう支援してきた。 

 

④ 取組の成果 

   ⅰ）推進リーダーの支援により、県教育委員会が示している授業改善の視点を踏まえた授 

業を行うなど、日々の学習指導の充実が図られてきた。特に、若手教員の指導力向上を図

る上で大変有効であった。 

 

(小学校) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(中学校) 

 

 

 

 

○ 推進リーダーの助言等により、教員の指導力は向上しましたか。 

配置校の管理職を対象としたアンケート調査結果（Ｈ29～） 
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ⅱ）推進リーダーが、校内研修等の機会に県教育委員会作成の指導資料や他校の取組の好 

事例を紹介することにより、学校全体の取組が充実してきた。 

 

 

(小学校) 

 

 

 

 
 

 

 

 

(中学校) 

 

 

 

 

   ⅲ）授業づくりの段階や授業中の支援、授業後の振り返りの支援等を継続的に行うことに 

より、授業改善に向けた教員の意欲が高まってきた。 

 

⑤ 取組の課題 

ⅰ）推進リーダーの支援は大変効果的であり、市町教育委員会や学校からは増員や訪問回 

数の増加を求める要望があるが、十分に応えることができていない。 

ⅱ）推進リーダーに適切な人材を確保するために、市町教育委員会は、年齢構成や実績等を

慎重に考慮した上で人選を行う必要がある。 

ⅲ）小学校における取組を参考に、中学校においても授業改善を進めていく必要がある。 

特に、教科や学年の枠を越えた授業づくりや授業研究会を充実させるなど、学校全体の 

取組を進めていく必要がある。 

 

 

○ 特にどのステージの教員の指導力が向上したと思いますか。 

○ 推進リーダーの支援を通して、学校全体の学力向上に向けた取組の充実を 

図ることができましたか。 

配置校の管理職を対象としたアンケート調査結果（Ｒ７） 

配置校の管理職を対象としたアンケート調査結果（Ｈ29～） 

小学校 中学校 

 



 

  16  

指導力が向上した教員に共通する特徴 

学力向上推進リーダー配置事業から確認できた「指導力が向上した教員」に共通する特徴を

整理しました。 
１ 児童生徒の学力向上のために、自らの指導力を向上させたいという前向きな姿勢がある。 

２ 助言等を的確に理解し、新しい指導方法等に取り組もうとする柔軟性がある。 

３ 自らの授業を振り返って課題を見い出し、改善しようとする調整する力がある。  

 

なお、上記３つの特徴は、学校全体で授業 

改善に取り組もうとする同僚性や協力体制が 

土台となり醸成されるとともに、その同僚性 

や協力体制をより強固なものにするといった、 

相互に影響を与え合う関係にあると考えられ 

ます。 
学校の協力体制 

 
柔軟性 

前向きな姿勢 

調整する力 

   コラム② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 学力調査結果活用研修会 

  ① 内容 

とちぎっ子学習状況調査や全国学力・学習状況調査の調査結果を踏まえた学習指導の 

改善に関する説明や講話等を通して、各学校の学力向上に関する取組の改善・充実を図 

る。 

 

  ② これまでの取組の実施状況 

・ 平成 27 年度から、全公立小・中学校の学習指導主任を対象に実施 

・ 令和２年度からは、８月に期間を設け、ウェブサイトから動画を配信 

 

  ③ 取組の成果 

参集型から動画を視聴する形態の研修に変更したことで、時間を調整して参加したり、 

繰り返し動画を視聴したりすることができるようになり、教員にとって活用しやすい研修 

会となった。 

 

  ④ 取組の課題 

令和７年度に、研修動画を校内研修等で活用している学校は、38.2％である。学習指導 

主任だけでなく、多くの教員にとって有効な研修となるよう、内容や方法について検討す 

る必要がある。 

 

⑷ 指導資料 

① 内容 

 全国学力・学習状況調査の調査結果から見られる本県の特徴や指導のポイントをまとめ

たリーフレット「とちぎの子どもの『確かな学力』向上のために」を作成・配布し、各学

校の主体的な取組の促進を図ってきた。 
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 また、学力向上通信を作成・配布することで、各学校における検証改善サイクルの確 

実な運用に向けて有効な情報を提供してきた。 

 

② これまでの取組の実施状況 

・ とちぎの子どもの「確かな学力」向上のために 

平成 27 年度から、県内全公立小・中学校や市町教育委員会等に向けて配布した。県の 

ホームページ及び「学力向上アーカイブ」ウェブサイトにも電子データを掲載した。 

・ 学力向上通信 

平成 29 年度から、年間数号ずつ作成・配布した。令和５年度は、平成 29年度から発 

行してきた学力向上通信バックナンバーを内容ごとに整理し、県のホームページ及び「学

力向上アーカイブ」ウェブサイトに掲載した。 

 

③ 取組の成果 

授業改善に向けた具体例を掲載することで、検証改善サイクルを効果的に運用するため 

の参考となった。 

 

④ 取組の課題 

多くの学校で指導資料を活用しているが、一人一人の教員が十分に活用できていない 

状況も見られる。指導資料の活用場面や方法、使い方の説明等の支援を行ったり、自校 

の取組についての記入欄を設けたりするなど、教員が主体的に活用できるよう工夫して 

いく必要がある。 

 

  〇 子どもの学ぶ意欲・学習習慣 

・ パワーアップシート 

  ① 内容 

    これまでの全国学力・学習状況調査や、令和５年度からとちぎっ子学習状況調査の問題

に解答欄や正答例等を追加するなど、学校で活用しやすいよう編集したシートを作成・提供

してきた。調査結果返却後、調査対象学年の児童生徒が授業中に解き直したり、下学年の児

童生徒が学習内容の定着を確認したりできるよう工夫した。 

 

② これまでの取組の実施状況 

平成 26 年度から、学力向上推進担当のウェブサイトに各年度のパワーアップシートの電

子データを掲載してきた。 

      

③ 取組の成果  

      ⅰ）パワーアップシートを、栃木県総合教育センター及び「学力向上アーカイブ」ウェブサ

イトに掲載することで、より活用しやすくなった。 

ⅱ）令和５年度から、全国学力・学習状況調査のパワーアップシートに加え、とちぎっ子 

学習状況調査のパワーアップシートも作成し、授業改善にも活用できるようになった。 
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④ 取組の課題 

ⅰ）パワーアップシートの十分な活用が図られるよう、活用方法等を周知する必要があ 

る。 

      ⅱ）令和４年度以前のとちぎっ子学習状況調査のパワーアップシートの作成についても検 

討し、随時提供していく必要がある。     

 

〇 保護者の理解・協力 

    ・ 保護者啓発資料の作成・配布 

① 内容 

児童生徒の主体的な学びの確立に向け、保護者の理解と協力を促すために、学力向上に関

する資料（動画）を作成・配布（配信）する。 

 

② これまでの取組の実施状況 

・ 平成 26 年度から、調査実施の４月に併せ、とちぎっ子学習状況調査対象学年の保護  

者に対して紙面で配布してきた。 

・ 平成 26 年度から令和２年度までは、「学力を伸ばす７つの習慣」をテーマに、令和３ 

年度からは、「子どものよさを家庭で認める」内容をテーマに作成してきた。  

・ 令和４年度から、保護者向け動画を作成・配信してきた。 

・ 令和５年度からは、４月の配布に加え、夏休み前の７月及び年度末の２月にも配布し、

家庭での関わり方を啓発してきた。また、紙面での配布のみならず、電子データをウェブ

サイトに掲載するなど、調査対象学年以外の保護者にも周知してきた。 

内容については、子どものよさを認める具体的な声かけの例の他、計画的に学習に取 

り組むよさや、テレビゲームの時間と調査結果との関連等についても取り上げ、啓発し 

てきた。 

また、調査対象学年の保護者に対しては、タブレット端末等での復習・発展用教材の活 

用を呼びかけ、家庭学習の充実を図ってきた。 

         

③ 取組の成果 

ⅰ）リーフレットと併せて動画も配信し、保護者の支援や協力の大切さを啓発したこと

で、保護者が学力向上について考えるよい機会となった。 

      ⅱ）児童生徒がほめてもらいたいことをほめるなどの家庭での関わりについて、継続して 

啓発してきたため、家庭における前向きな声かけや関わりの参考となった。（p.5 参照） 

 

④ 取組の課題  

ⅰ）保護者の理解・協力を促すために、時期に合う内容を整理し、提供する。 

ⅱ）学力向上の取組が、確実に保護者に届くよう、周知方法等を工夫する。 

ⅲ）家庭での関わりなどについて、保護者の声を直接聞くことができていない。 

ⅳ）家庭での関わりと児童生徒の学力との関連について、根拠を得ることができていない。 
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４ 今後の取組に向けて 

  これまでの「とちぎっ子学力アッププロジェクト」の成果と課題を整理すると、以下のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国学力・学習状況調査においては、令和５年度の中学校英語（「話すこと」）、令和７年度の中学

校理科、令和８年度の中学校英語に続き、令和９年度からはＣＢＴ（Computer Based Testing）に

よる全面実施が決定している。 

また、次期学習指導要領に向けた論議の中では、探究的な学びの基盤としての情報活用能力の抜

本的向上が求められており、小学校段階から総合的な学習の時間に「情報の領域（仮称）」の導入

や、中学校段階における指導の充実などが検討されている。 

                         ※【成果（〇）】【課題（△）】 
１ プロジェクト全体を通して  

〇 全国学力・学習状況調査においては、小学校、中学校ともに全ての教科で全国と同程度の 

学力を維持している。 

〇 各学校においては、各種学力調査結果等から自校の強みと課題を見いだし、組織的に学力 

向上に向けて課題解決を図る検証改善サイクルの構築が図られてきた。 

△ 「知識及び技能」に比べ、「思考力、判断力、表現力等」を十分に育成できていない。また、

学年が上がるにつれて学力が二極化する傾向にある。 
△ 学校間、教師間において取組の差が見られるため、小まめにサイクルを回すなど、これま

で以上に実効性のある取組を行う必要がある。 

△ 調査実施後、できるだけ早い時期に調査結果を返却することで、課題解決に向けて取り組

む期間を確保し、授業改善を充実させる必要がある。 

２ 子どもの学ぶ意欲・学習習慣 
〇 児童生徒の自己肯定感や自己有用感の高まりが見られる。 
△ 学習意欲について、大きな変容が見られない。一部の教科では、学習意欲の低下が見られ

る。 
３ 教師の指導力 

〇 学力向上コーディネーター派遣事業、学力向上推進リーダー配置事業の活用が定着し、各

学校における授業改善が図られている。 
〇 市町教育委員会がとちぎっ子学力アッププロジェクトと市町独自の取組を関連付け、各学

校の組織的な取組を活性化し支援している。 
△ 調査結果を踏まえた検証改善サイクルの構築・運用については、年間１回の大きなサイク

ルを回す取組が形骸化している。 
△ 更なる学力向上を図るためには、教科や学年を越えて授業づくりを行うなど、組織的に学

力向上に取り組むことが重要である。 

４ 保護者の理解・協力 
〇 子どもをほめ、よさを認める声かけをしている家庭が増えている。 
△ 家で計画的に学習に取り組むなど、家庭学習の充実が必要である。 
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・ 管理職の力強いリーダーシップのもと、学習指導主任等を中心に、各学校の組織的な取組の 

充実を図ること。 

・ 確かな学力の定着のため、教員は小まめに児童生徒の学習状況を把握し、授業改善を図ると 

ともに、児童生徒の学習改善を促すこと。 

・ 思考力、判断力、表現力等の資質・能力を育成するため、「主体的・対話的で深い学び」の実 

現に向けた授業改善を図ることができるよう支援すること。 

・ 各学校の主体的な取組を支援するとともに、好事例を広く周知すること。 

・ 保護者への啓発方法等についても見直し、家庭学習の充実を図ること。 

今年度の検証委員会においては、学校間の学力差の解消に向けた取組が必要であることや、児童

生徒が学習することに意義を見出すことに課題があることなどが確認された。さらに、学習指導要

領では、児童生徒の「学びに向かう力、人間性等」の涵養が求められている一方、近年、児童生徒

の家庭学習時間が減少傾向にある※５ことを踏まえると、家庭学習の充実に向けた保護者への働きか

けも必要であることが考えられる。 

  以上のことを踏まえ、今後の取組に向けて、以下の点について充実を図り、更に取組を推進して

いくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※５ 全国学力・学習状況調査における児童生徒質問調査結果から、学校の授業時間以外の勉強時間は、小・中学生とも令和３

年度以降、平日、休日のいずれも減少傾向にあり、栃木県も同様の傾向にある。 
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Ⅳ おわりに 

 

「とちぎっ子学力アッププロジェクト」は、令和７年度で 12 年目を迎えた。本年度は３回の委員

会を通して、県全体の学力向上に向けた取組についての検証を行った。協議においては、各委員から

これまでの取組を高く評価する声に加え、各学校における学力向上に向けた取組の好事例を積極的に

発信していくことや、これまで以上に学校や家庭と連携を図ることなど、更なる取組の充実を望む意

見が出された。特に、とちぎっ子学習状況調査については、各学校や市町教育委員会において、学力

向上に向けた検証改善サイクルの根幹となっていること、また、授業だけでなく、各種研修会等にお

いて調査問題や結果が活用されていることが確認できた。さらに、学力向上推進リーダーや学力向上

コーディネーターが、各学校における学力向上に向けた検証改善サイクルの構築・運用に大きな役割

を果たしていることも確認できた。 

とちぎっ子学習状況調査においては、令和５年度からコンピュータを用いて学校質問調査を、令

和６年度からＧＩＧＡスクール構想により整備された１人１台端末を活用しながら児童生徒質問調

査を行ってきた。事務局からは、教科に関する調査の結果に加え、各学校の組織的な取組の状況

や、児童生徒の学力と学習状況との相関、学習への興味・関心、主体的に学習に取り組む態度など

の変容等が報告された。報告を踏まえると、児童生徒が学ぶことの意味や意義を実感し、見通しを

もって粘り強く取り組むなど、主体的に学習に取り組む態度を育む必要があることや、家庭学習の

充実を図るための取組が重要であることが再確認された。 

今後は、全国学力・学習状況調査のＣＢＴ化などの国の動向も注視しつつ、調査の実施方法や内容

を見直すなど検討を重ね、これまで以上に児童生徒一人一人に寄り添った支援となるよう、更なる充

実を図ってほしい。 

  各学校においては、「とちぎ学力向上推進事業（とちぎっ子学力アッププロジェクト）-平成26（2014）

年度～令和７（2025）年度- 12年間の取組のまとめ」を基に、本県児童生徒一人一人の学力向上に向

け、次年度以降の県全体の学力向上に向けた取組の改善・充実に努めてほしい。 
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＜小学校理科＞ 
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＜中学校英語＞ 

 
（令和７（2025）年とちぎっ子学習調査問題 中学校２年 大問９） 
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２ 保護者リーフレット例 
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